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Ⅰ 概 況 

 

１．２０１５年度事業活動概況 

当協会のキーワードである「船舶の基準・規格・研究開発」を三位一体とし

て総合的かつ戦略的に各事業に取り組むとともに、事業活動の一層の充実を図

るべく受託事業等についても多角的に展開した。 

近年、重労働を伴う産業界においては、作業者の労働負担を軽減するなどの

目的でパワーアシストスーツを導入する動きがみられるところであり、造船業

においても、その作業内容に応じた適切なパワーアシストスーツが導入されれ

ば、作業者の労働負荷低減、作業効率の改善等に繋がるものと期待されている

ことから「造船用パワーアシストスーツの開発」を日本財団助成事業として実

施した。また、建造現場での人や物、さらには作業の流れを見える化するため

の情報技術を確立し、生産効率を向上させることを目的とした「工場見える化

システムの実用化」を日本財団助成事業として実施した。このほか、船舶技術

研究開発促進事業基金を利用した研究や各種受託研究等を実施した。 

環境問題や船舶の安全航行に係る国際海事機関（ＩＭＯ）等における審議に

あたっては、我が国海事産業の国際競争力の確保を図ることを念頭に置きつつ

適切な国際基準策定に資するため、「ガス運搬船・ガス燃料船基準の改訂・策

定に関する調査研究」等のプロジェクトを実施した。また、「アジア造船技術

フォーラム（ＡＳＥＦ）の共催」により、ＩＭＯ等への対応における韓国、中

国等アジア諸国との連携強化を図った。 

ＩＳＯ等の規格策定の分野においても、規格提案を通じた我が国海事産業の

国際競争力強化を図るため、「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に

基づき、日本発の国際規格の制定を図るとともに、これを円滑に実施するため

の対応体制の強化に取り組んだ。 

さらに、シップリサイクル条約に基づく「現存船インベントリ作成事業」を

引き続き実施し、国際基準等への適合に関する支援を行うとともに、設計、生

産及び流通全般に亘る効率改善、省力化及び品質向上等を目的とした指導、助

言、提言等を行う国内コンサルティング事業を実施した。 

２０１５年度に実施した事業について特筆すべきものは、以下のとおりであ

る。 

 

（１）造船用パワーアシストスーツの開発 

２０１４年度日本財団助成事業として実施した「造船所へのパワーアシス

トスーツ適用可能性に関する調査研究」において、上向き作業（溶接、グラ

インダー、歪取り、塗装等）に適したパワーアシストスーツについては、造

船所のニーズが高いだけでなく、既に市場投入済や開発中の他産業用パワー

アシストスーツを使用した造船現場での試着や労働負荷・安全性評価等によ

り、造船工程用として使用する際に必要な機能等が明らかになったことから、

当該事業成果等を踏まえつつ、その開発（プロトタイプの作製）に着手した

（２０１６年度も継続して実施）。 

 

（２）工場見える化システムの実用化 
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モニタリング技術の研究として、２０１２～２０１３年度日本財団助成事

業として実施した「船舶建造高品質化・効率化技術の調査研究（工程管理シ

ステムの調査研究）」の成果を踏まえて、造船所の現場で実際に活用するこ

とができるモニタリングシステム、即ち「工場見える化システム」の実用化

のための研究に着手した（２０１６年度も継続して実施）。 

 

（３）ＩＭＯへの戦略的対応 

国際海事機関(ＩＭＯ)における安全・環境規制の策定に戦略的に対応する

ため、ＩＭＯの基準の動向はもとより、これに関連する国際標準化機構等(Ｉ

ＳＯ/ＩＥＣ)の重要規格の動向、及び海事分野を取り巻く環境の変化を総合

的に把握し、国際基準の策定に関する調査研究を実施するとともに、基準及

びこれに関連する重要規格の適正化、修正案の作成等を実施した。 

２０１５年度は、安全規制に係わる主要な国際基準であるガス運搬船・ガ

ス燃料船、目標指向型復原性に関する基準、e-navigation 戦略実施に伴う関

連基準及びＧＭＤＳＳに関する基準、環境規制に係わる主要な国際基準とし

て、船体付着生物管理、船舶からの大気汚染防止基準整備、船舶水中騒音の

海洋生物への影響及び船舶からの温室効果ガス（ＧＨＧ）削減に関する基準

について調査研究を実施した。 

 

（４）アジア造船技術フォーラム（ＡＳＥＦ）の共催 

我が国提案の国際基準・規格の実現のための環境整備として、アジア造船

技術フォーラム（ＡＳＥＦ）の充実に向けた取り組みを実施した。 

特に２０１５年度は、ＮＧＯの設立に向け、設立準備会議の開催、必要と

なる関係各国との調整等を実施し、２０１５年１１月２６日、中国江蘇省南

通市において、世界の造船産業界をけん引する日本、韓国、中国を含め、世

界新造船建造量の９０％以上を占める９ケ国の造船工業会等が加盟する世

界的造船産業界団体ＡＳＥＦ（Active Shipbuilding Experts' Federation）

が設立された。 

なお、ＮＧＯの設立に関する国際協議等はこれまで当協会が主導的に実施

してきたが、ＮＧＯの設立後における運営主体は一般社団法人日本造船工業

会等各国の造船事業者となり、ＮＧＯの設立をもって当協会の本件に関する

役割は終了した。 

 

（５）ＩＳＯ及びＩＥＣ等への戦略的対応 

「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に沿って、戦略的規格提案

等の実施及び対応体制の強化を柱とした取り組みを行った。前者については

日本からのＩＳＯ規格提案の積極的な実施、他国からのＩＳＯ提案等への的

確な対応等を鋭意行うとともに、後者については、これらを適切に実施する

ために関係者との情報共有の促進等に努めた。 

２０１５年度は、試運転速力補正方法に関するＩＳＯ規格（ＩＳＯ１５０

１６）等２件の日本提案ＩＳＯ規格を制定させ、１２件のＩＳＯ規格案の国

際審議を進捗させた他、これら活動に資するため、船内情報に関する規格の

制定、ガス検知器に関するＩＳＯ規格の制定等に関する標準化のための調査
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研究を実施した。 

 

（６）船舶技術研究開発促進事業基金 

我が国海事産業の国際競争力及び技術基盤の強化並びに物流効率化、安全

確保、環境保全等これら産業が直面する喫緊の技術課題に柔軟に対応するた

め、２０１０年３月に船舶技術研究開発促進事業基金を創設し、緊急の研究

開発等を実施している。２０１５年度は「高速船の構造設計技術の高度化に

関する調査研究」、「新たな海洋フロンティアへの展開に向けた基礎的調査」、

「未来の船舶技術に関する調査研究」、「革新的将来船舶技術に関する調査研

究」及び「シップリサイクル条約対応プロジェクト」を実施した（一部２０

１６年度も継続して実施）。 

 

２．賛助会員 

２０１５年度末における会員数は１８５である(本年度末における区分・会

員は、別表１「賛助会員名簿」のとおり)。 引き続き新会員の勧誘に精力的に

取り組むこととしている。 

 

３．評議員 

２０１５年度の評議員の異動は、６月１７日付で有坂俊一評議員及び石川邦

照評議員が辞任し、同日開催の第１１回評議員会において、三井造船株式会社

の加藤泰彦氏及び日本郵船株式会社の田中康夫氏がそれぞれ後任評議員として

選任された。 

なお、２０１５年度末における評議員は、別表２「評議員名簿」のとおりで

ある。 

 

４．理 事 

２０１５年度の理事の異動は、６月９日付で平原 祐理事が辞任し、愛川展

功理事、塩崎雄二郎理事、橋本州史理事、福田典久理事、田中康夫理事、吉田

清隆理事、三輪元一郎理事、大和裕幸理事、川合正矩理事は６月１７日開催の

第１１回評議員会の終結をもって任期満了により退任となった。また、その他

の理事は同評議員会において再任され、川崎汽船株式会社の有坂俊一氏、一般

財団法人日本船舶技術研究協会の植木 孝氏、株式会社商船三井の川越美一氏、

ジャパン マリンユナイテッド株式会社の見子雅章氏、日本通運株式会社の徳永

政男氏、公益社団法人日本船舶海洋工学会の原  壽氏、株式会社備後バルブ

製造所の益川 弘氏、有識者の三谷泰久氏及び三菱重工業株式会社の柳澤順三

氏が新たに理事として選任された。 

その後、１０月１３日付で内藤吉起理事及び柳澤順三理事が辞任し、１０月

２２日開催の第１２回評議員会において、田渕海運株式会社の田渕訓生氏及び

三菱重工業株式会社の北村 徹氏が後任理事として選任された。 

なお、２０１５年度末における理事は、別表３「理事名簿」のとおりである。 

 

５．監 事 

２０１５年度の監事の異動は、６月１７日開催の第１１回評議員会の終結を
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もって萩原治監事が任期満了により退任となり、桐明公男監事は同評議員会

において再任となった。また、有識者の松村純一氏が新たに監事として選任さ

れた。 

なお、２０１５年度末における監事は、別表３「監事名簿」のとおりである。 

 

６．評議員会及び理事会 

（１）評議員会 

・第１１回評議員会 

開催日 ２０１５年６月１７日 

場 所 東海大学校友会館会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１４年度決算報告に関する件 

第２号議案 評議員、理事及び監事の選任に関する件 

第３号議案 役員の退任慰労金の支給に関する件 

第４号議案 その他 

      （１）常勤役員報酬規程の改正に関する件 

 

・第１２回評議員会（決議の省略） 

開催日 ２０１５年１０月２２日 

審議事項  

第１号議案 理事の選任に関する件 

 

・第１３回評議員会 

開催日 ２０１６年３月２２日 

場 所 東海大学校友会館会議室 

報告事項  

第１号議案 第１６回理事会の審議結果について 

第２号議案 ２０１５年度の活動状況報告について 

 

（２）理事会 

・第１３回理事会 

開催日 ２０１５年６月２日 

場 所 霞山会館会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１４年度事業報告及び決算報告に関する件 

第２号議案 公益目的支出計画の実施状況に関する件 

第３号議案 船舶技術戦略委員会委員の選任に関する件 

第４号議案 ２０１５年度評議員会の開催に関する件 

 

・第１４回理事会（決議の省略） 

開催日 ２０１５年６月１７日 

審議事項  

第１号議案 会長、理事長、専務理事及び常務理事の選定の件 
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第２号議案 船舶技術戦略委員会委員の選任の件 

     

・第１５回理事会 

開催日 ２０１５年１０月１４日  

審議事項  

第１号議案 ２０１６年度日本財団助成金の申請に関する件 

第２号議案 評議員会の開催に関する件 

第３号議案 船舶技術戦略委員会副委員長の選定及び委員の選任に関す

る件 

 

・第１６回理事会 

開催日 ２０１６年３月１１日  

場 所 東海大学校友会館会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１６年度事業計画（案）及び予算（案）に関する件 

  

７．船舶技術戦略委員会 

海事分野における研究開発、国際基準・規格への対応等に関する内外の技術

及び政策動向を的確に把握し、これを踏まえて、造船、海運、舶用工業、大学、

研究機関、学会、船舶検査機関、官公庁等の関係者の参画を得て、研究開発及

び基準・規格への対応を一体的にとらえた戦略を策定するとともに、そのフォ

ローアップを行った。 

また、船舶技術戦略委員会を次のとおり開催した(２０１５年度末における

委員名簿は、別表４のとおり)。  

（１）第２６回船舶技術戦略委員会(２０１５年８月２７日) 

・船舶技術戦略委員会委員の選任について報告 

・２０１５年度事業進捗状況について報告 

・船舶・海洋分野の技術開発課題について報告 

（２）第２７回船舶技術戦略委員会(２０１５年１０月６日) 

・２０１５年度事業進捗状況及び２０１５年度事業計画について報告 

・２０１６年度日本財団助成金申請を承認 

（３）第２８回船舶技術戦略委員会（２０１６年３月２日） 

・２０１５年度事業進捗状況について報告 

・２０１６年度事業計画(案)を承認  

 

８．事務局 

２０１５年度末における事務局の組織は、総務グループ（２チーム）、基準・

規格グループ（２ユニット２チーム）、研究開発グループ（２ユニット２チー

ム）及び業務グループ（２ユニット）の４グループと顧問を配置し、職員数は

２７名（うち業務グループ４名、顧問１名）であった。 
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Ⅱ 事 業 

 

１．船舶に関する基準・規格への対応（日本財団助成事業） 

船舶に関する基準・規格について、一体的視野からとらえて調査研究等を実施

し、その成果を踏まえＩＭＯ、ＩＳＯ等の各種会合に参加し、我が国提案文書を

提出するとともに、その反映に尽力するなど積極的な対応を行った。また、関係

国と調整、連携を図り、国際会議において我が国提案の成立が図られるよう、戦

略的に国際対応を展開した。また、国内的には、船舶部門ＪＩＳに対する事業者

ニーズを把握し、必要性の認められた事項については、新規ＪＩＳ原案又は既存

ＪＩＳの改正原案を作成した。 

 

（１）ＩＭＯへの戦略的対応  

ＩＭＯにおける安全・環境規制の策定に戦略的に対応するため、審議動向は

もとより広く船舶を取り巻く環境の変化を総合的に把握し、国際基準の策定に

関する調査研究を実施するとともに、国際基準の原案・改正案等我が国意見を

取りまとめ、ＩＭＯ等の会合に出席し我が国の意見の反映に努めた。 

①  ガス燃料船・新液化ガス運搬船基準の改訂・策定に関する調査研究 

近年、従来燃料（重油）よりも燃焼時のＮＯｘとＳＯｘの排出量が少な

い液化天然ガス（ＬＮＧ）を燃料とした船舶（ＬＮＧ燃料船）が国際的に

着目されている。このＬＮＧ燃料船を実用化するためには十分な安全性の

検討及びそれに基づく国際的安全基準の策定が必要不可欠であるところ、

２０１５年６月に開催された第９５回海上安全委員会（ＭＳＣ９５）にて、

天然ガスを燃料とした船舶の安全基準（ＩＧＦコード）が採択された。ま

た、現在、ＩＧＦコードの今後の改正を見越し、天然ガス以外の燃料を使

用する船舶の安全性に関し、２０１６年９月の第３回貨物運送小委員会（Ｃ

ＣＣ３）に向けて E-mail ベースでの検討（ＣＧ）が行われている。本調査

研究プロジェクトにおいては、ＩＧＦコードの規定内容が船舶構造・設備

へ与える影響を調査し、対応案を関係業界と検討し、ＩＧＦコードに反映

されるよう努めた。 

また、液化水素運搬船の基準が定まっていない現状にて、我が国におけ

る液化水素運搬船の建造を検討するにあたり、円滑かつ迅速に国際航海を

行う観点からは、第一段階としては「運送に関わる旗国及び港湾当局によ

る三国間（日豪間運送の場合は、第三国の排他的経済水域を通航しないこ

とから、日本と豪州の二国間）の合意に基づくＩＧＣコードの特別承認」

に基づくＳＯＬＡＳ条約適合化についても検討を行うことが適当であるこ

とから、液化水素運搬船基準の検討のためのＷＧを設置した。また、２０

１３年度及び２０１４年度に実施した豪州との二国間協議における日豪間

の合意事項に基づき、液化水素運搬船の安全基準について、ＩＭＯへの提

案を行った。具体的には、本調査研究での検討結果を踏まえ、我が国と豪

州と共同で、液化水素運搬船に関する暫定勧告案をＣＣＣ２に提案した。

現在、２０１６年９月に開催される予定のＣＣＣ３に向けて、ＣＧで本勧

告案の検討が行われている。 
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②  目標指向型復原性基準に関する調査研究 

ＩＭＯ船舶設計・建造小委員会（ＳＤＣ）おいて、波浪等の影響を考慮

した第二世代非損傷時復原性基準の策定のための議論が行われている。第

二世代非損傷時復原性基準の策定にあたって、ブローチング、パラメトリ

ック横揺れ、デッドシップ状態、復原力喪失及び過大加速度の５つの危険

モードについて基準の策定を行うことが合意されている。  
第二世代非損傷時復原性基準の策定のためのＣＧ（コレスポンデンスグ

ループ）のコーディネーターを日本が継続的に担当しており、本基準を合

理的なものとするべくＣＧ及びＳＤＣでの議論をリードしている。  
我が国意見の反映を図るため、各種基準及びそれらの合格判定基準値策

定のための試計算並びに模型実験、加えて第二世代非損傷時復原性基準に

おいて基準を満足できない船舶に導入が予定されている運航制限及び操船

ガイダンスの技術的検討を調査研究として実施した。また、ＩＭＯでの当

該事項の審議への貢献及び対応として、非損傷時復原性ＣＧ（ＩＳＣＧ）

の報告等に係る提案文書の作成を行った。  
また、損傷時復原性基準に関し、ＳＤＣにおいて、旅客船の損傷時復原

性基準の向上について審議が行われていたことから、我が国で建造される

旅客船への影響を考慮し、合理的な基準をするべく調査研究を実施し、そ

の成果を提出するための提案文書の作成を行った。  

③  e-navigation 戦略実施に伴う関連基準等の検討 

ＩＭＯでは、２０１４年１１月に開催された第９４回 海上安全委員会

（ Ｍ Ｓ Ｃ ９ ４ ） に お い て 「 e-navigation 戦 略 実 施 計 画 （ Strategy 

Implementation Plan：ＳＩＰ）」が採択され、２０１５～２０１９年の５

ヵ年で e-navigation 実施に伴うＳＯＬＡＳ条約、関連規則、ガイドライン

等の作成・見直しが行われる予定となっている。 

このため、ＳＩＰの実施に伴う条約改正等により、新たな設備導入や設

計変更等が求められると、我が国関連業界（海運、造船、舶用）にとって、

コストの増加や必要以上の規制強化に繋がる恐れがある。したがって、Ｉ

ＭＯにおいて、ＳＩＰに沿った条約、規則等の見直しの審議に積極的に参

画し、業界調整を行いながら、我が国に有利な方向で検討を進めるととも

に、世界各国における e-navigation 関連の各種研究開発プロジェクトに関

する情報収集及び我が国における取り組みに関する情報提供を行った。ま

た、e-navigation の中核となる海事情報の収集、蓄積、加工及び提供・配

信を実現するための技術のうち、ＳＩＰに具体的なシステム案として掲げ

られ、欧州諸国、韓国等において実海域でのシステム構築及び評価が進め

られている「マリタイム・クラウド」について、昨年度に引き続いて、狭

水域を対象として同技術を活用した他船情報提供システムを構築するとと

もにスマートフォンのＧＰＳ機能を用いた位置情報の収集とその利用に関

する実現性の検討を行った。更に、各国の e-navigation テストベッドを中

心とした国際動向調査を行った。 
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④  ＧＭＤＳＳの見直し及び近代化に関する検討 

ＩＭＯでは、ＧＭＤＳＳ（Global Maritime Distress and Safety System：

海上における遭難及び安全に関する世界的な制度）の維持及び安全性の向上

を目的として、同システムの見直し・近代化の検討が進められている。これ

を受けて、ＩＭＯ及びＩＭＯ／ＩＴＵ合同専門家会合における関連審議の動

向を的確に把握するとともに、関連議題について包括的に議論し、国内意見

の集約及び調整を実施した。 また、ＧＭＤＳＳの見直し及び近代化に係る

今後の対応並びに国内関係業界の国際競争力確保のため、国内の船舶用機器、

システム等の製造業者へのインタビュー及びアンケート調査により、新たな

ＧＭＤＳＳを構成する候補と考えられる船舶用機器・システムに関する関連

技術・製品の開発状況、製造・販売等の市場実態（メーカーシェア等）を調

査するとともに、今後の見直し及び近代化による現行のＧＭＤＳＳ関連設備

への影響を把握するため、昨年度実施した国内海運事業者が運航する船舶の

船長へのアンケート調査結果を基に、外航船で搭載しているＧＭＤＳＳ機器

製造者状況について、再分析・整理した。また、将来ＧＭＤＳＳ用の機器と

して、ＩＭＯにおいて採用が見込まれているＮＡＶＤＡＴ（Navigational 

Data）について、その送受信機を製造している製造者を訪問し、研究開発状

況、技術的課題、関連国際規格、コスト、他の製造者等との協力の可能性等

に関するヒアリング調査を実施した。 

⑤  船体付着生物管理に関する調査研究 

船舶の外板等に付着した生物の移動に伴う海洋環境への影響に関しても

ＩＭＯで取り上げられ、２０１１年７月の第２回海洋環境保護委員会（Ｍ

ＥＰＣ６２）において、船体生物付着管理に関するハード・ソフト双方の

要件を盛り込んだ非義務的ガイドラインが採択された。また、２０１３年

５月のＭＥＰＣ６５において、ガイドラインの実施状況、効果を評価する

ためのプロセスについてガイダンスが採択された。同ガイダンスに従った

今後のレビューの結果によっては、ガイドラインの義務化に関する議論が

開始される可能性がある。このため、将来予想されるＩＭＯでのガイドラ

イン義務化等に関する議論に備え、効果的な生物付着防止措置の一つであ

る船底等への防汚塗料について、特定の海域及び運航形態に対応する適切

な防汚塗料の選択・施行を行うための国際的に統一化された性能評価手法

の確立を目指し、実海域及びラボにおける防汚塗料の性能評価手法に関す

る調査研究及び性能評価に関する標準規格の作成を実施した。  

⑥  船舶からの大気汚染防止のための基準整備に関する調査研究 

ＩＭＯでは、船舶からの窒素酸化物（ＮＯｘ）及び硫黄酸化物（ＳＯｘ）

の更なる排出規制強化のため、海洋汚染防止（ＭＡＲＰＯＬ）条約附属書 Ⅵ

の改正を採択し、段階的にエンジンの性能のみならず燃料油の品質をも規

律する一方、規制の目的を達成するための代替措置の適用も容認している。

また、船舶の燃料として従来の重油に代わりＬＮＧ等のガス燃料を使用す

る機運が高まっており、このような新たな燃料に対する上記大気汚染規制

の適合を担保する基準の整備が急務となっている。さらに、高緯度（北極

圏）の氷雪融解を促進する原因物質と考えられている、国際海運から排出
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されるブラック・カーボン（ＢＣ）について、ＩＭＯにおいてその定義、

計測方法及び排出抑制方法に関する検討が段階的に行われることとされて

いる。 

このような背景を踏まえ、２０１５年度は、現在ＩＭＯ において行われ

ている、国際海運から排出されるブラックカーボンの適切な計測方法の特

定に係る検討に関し、候補として挙げられている複数の計測方法を用いた

ＢＣの計測を行い、その結果を纏めて２０１６年２月に開催された第３回

汚染防止・対応小委員会（ＰＰＲ３）に提案文書として提出したほか、２

０１５年５月に開催されたＭＥＰＣ６８において改正されたＳＯｘスクラ

バに係るガイドラインに関し、排水のｐＨ値計算を通じた排水分布状態の

検証、計算条件として使用する海域毎の海水性状の調査、低ｐＨ値の排水

による船底塗料への影響の調査等を実施した。 

⑦  船舶水中騒音の海洋生物への影響に関する調査研究 

生物多様性条約の下に置かれている会議では、船舶等の人為的な騒音が海

棲哺乳類等の海洋生物に悪影響を与えていることから対策を講ずべきとい

う意見がでている。これに対して、わが国は因果関係などの科学的知見が

十分でないと反論した。その結果、各国に船舶等の人為的な騒音と海棲哺

乳類等の海洋生物の関係についての科学的研究の実施が要請された。また、

ＩＭＯでも２０１４年４月に船舶の騒音対策に関する非強制ガイドライン

が承認されたところ。以前から数値目標の設定を繰り返し主張している国

もあるため、ＩＭＯでの議論の動向についても引き続き注意を要する。 

これらの会議では、船舶を騒音源の一つとして問題視しており、今後の

議論の行方次第では、船舶の騒音対策を講ずべきとする方向に議論が発展

することが懸念される。このため、今後の議論において対抗するには、船

舶の騒音と海棲哺乳類の因果関係などの科学的知見が必要である。 

これらの背景から、船舶水中騒音に対する科学的根拠のない規制の導入 

を回避するため、海洋生物に対する船舶水中騒音の影響について、定量的

かつ科学的なデータを取得し、特に、海洋生物が許容できる騒音レベルを

明らかにするための調査研究を行うこととした。 

今年度の調査研究では、駿河湾北部海域においてドック整備を終えた定 

期運航船「ははじま丸」を航走させ、別途手配した計測船を用いて同船か

ら発生する水中騒音を計測し、定量化した。また、２月～３月末の期間、

父島～母島間を定期運航する「ははじま丸」から発生する水中騒音の計測

及び同船に対するザトウクジラの反応行動の観測を実施し、船舶水中騒音

に係る科学的データの取得と定量化を行った。 

⑧  船舶からのＧＨＧ削減基準の策定 

２０１１年のＭＥＰＣ６２において、船舶のＣＯ２排出基準に関する船舶

設計（ＥＥＤＩ）、省エネ運航計画（ＳＥＥＭＰ）から成る技術的・運航的

手法の導入に係るＭＡＲＰＯＬ条約附属書Ⅵの改正案が採択され、２０１

３年１月に発効した。現在、ＩＭＯにおいて、ＭＡＲＰＯＬ条約の規定に

従い、ＥＥＤＩ規制を現行の規定どおり実施することに関する技術開発状

況のレビューが行われているところであるが、ＥＥＤＩ規制値は、我が国
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の造船・舶用工業の世界トップレベルの優れた省エネ技術をベースに合意

されたものであり、我が国の国際競争力強化に資するため、条約の規定通

りの段階的規制の的確な実施が不可欠であることから、欧米主要国とも連

携しつつ、当該レビューを主導する必要がある。また、ＥＥＤＩ規制につ

いてはこれまで我が国が国際的議論を主導してきたところであり、ＥＥＤ

Ｉに関する技術的検討事項（ 低出力ガイドライン、海上試運転実施・解

析法等）についても、引き続き国際的議論を主導することにより、我が国

競争力の確保を図ることが必要である。また、ＩＭＯでは船舶のエネルギ

ー効率改善に関する更なる技術的・運航的手法の検討を行うこととしてお

り、船舶の実燃費データの収集・報告をする燃料消費実績報告制度の検討

を進めていくこととなっていることから、引き続き積極的に対応する必要

がある。  
このため、これらの課題を解決するための方策を検討するとともに、こ

れらを踏まえた提案やＭＥＰＣ等への対応方針案の策定に資する活動とし

て、本調査研究プロジェクトの下でＥＥＤＩ、燃料消費実績報告制度等に

関し、関係者との協議を通じて検討を行い、ＭＥＰＣ６８、２０１５年９

月に開催された燃料消費実績報告制度に係る中間会合（ＩＥＥ－ＷＧ１）、

２０１６年４月に開催される予定のＭＥＰＣ６９等の国際会議における我

が国対応方針案の検討を行った。その主な成果として、 低出力ガイドラ

イン及び海上試運転実施・解析法について、ＭＥＰＣ６８に我が国主導で

改正案等を提出し、合意を得たほか、燃料消費実績報告制度について、本

制度実施のためのＭＡＲＰＯＬ条約附属書Ⅵの改正案をＭＥＰＣ６９に米

国等と共同で提出した。  
 

⑨  各国提案の評価及び日本提案のフォローアップ（ＩＭＯフォロー） 

・防火 

２０１６年１月に開催された第３回船舶設計・建造小委員会（ＳＤＣ

３）及び３月に開催された第３回船舶設備小委員会（ＳＳＥ３）の防火

設備関連議題への対応の検討を実施した。この中で、避難解析ガイドラ

イン（MSC.1/Circ.1238）の改正に関する審議に対応するため、避難解

析ツールを活用した現行ガイドラインの課題の抽出に関する調査研究

を実施した。 

・救命 

２０１６年３月に開催された第３回船舶設備小委員会（ＳＳＥ３）の

救命設備関連議題への対応の検討を実施した。この中で、救命艇等の整

備要件の義務化に関する審議に対応するため、整備要件の詳細を規定し

たＭＳＣ決議案及びＳＯＬＡＳ条約付属書第 III 章の改正案を提案し

た。 

・水密区画検査 

ＳＯＬＡＳ条約第Ⅱ-１章第１１規則による新造船の水密区画の試験

方法に関して、２０１５年６月に開催されたＭＳＣ９５における水密区



 - 11 -

画検査関連の審議への対応の検討を実施した。    

・船上揚荷装置 

２０１６年３月に開催された第３回船舶設備小委員会（ＳＳＥ３）の

船上揚貨装置関連議題への対応を実施した。船上揚貨装置の基準策定の

ためのＣＧのコーディネーターを日本が担当したことから、これに関わ

る調査研究を実施し、ＣＧの結果報告に関するＳＳＥ３への提案文書案

の作成を行った。 

・シップリサイクル基準 

２０１５年５月のＭＥＰＣ６８において、ＰＰＲ２で 終化されたシ

ップリサイクル条約に基づく「有害物質インベントリ作成ガイドライン

改正案」が採択されるよう、昨年度の調査研究成果に基づき、ＭＥＰＣ

６８におけるシップリサイクル基準に関する審議に的確に対応した。 

・船内騒音 

ＩＭＯにて義務化された船内騒音コードに関して、騒音値低減対策の

設計への影響や同コードに規定されている主管庁の免除規定の取扱い

などについて、関係者で情報を共有し検討を行った。また騒音抑制対策

に関してＷＧを設置し検証することを決定し、ＷＧの作業方針について

検討を実施した。 

 

（２）ＩＳＯ及びＩＥＣ等への戦略的対応 

ＩＳＯ等の規格提案を通じた我が国海事産業の国際競争力強化を図るため、

「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に基づき、戦略的規格提案等

の実施を図るとともに、これを円滑に実施するための対応体制の強化に取り

組んだ。また、２０１５年度の成果については報告書に取りまとめ、関係者

への配布・周知を行った。 

①  戦略的規格提案等の実施 

・日本提案の積極的実施 

２０１５年度事業に基づく活動の結果、２件の日本発の国際規格（新

規国際規格１件、既存国際規格の改正１件）を制定させた。 

また、１２件の日本発の国際規格案（新規国際規格案７件、既存国際

規格の改正５件）への国際審議に対応するとともに、４件の日本発の国

際規格案（新規国際規格案４件）について、国際提案を実施すべく国内

での検討を行った。 

なお、これらの日本発国際規格案作成及び対応に資するため、次の調

査研究を実施した。 

－ 船内情報に関する規格の制定に関する調査研究 

－  シーアンカー等に関するＩＳＯ規格の制定に関する調査研究 

－ 電子傾斜計の試験規格に関するＩＳＯ規格の制定に関する調査研 

究 

－  高品位船内電話等に関するＩＳＯ規格の制定に関する調査研究 

－  ガス検知器に関するＩＳＯ規格の制定に関する調査研究 
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－  船舶の振動による居住性の評価に関する調査研究 

・他国提案への適切な対応 

国内海事産業へ大きな影響があり、重要度が高いと判断された他国提

案の国際規格案へ対応するため、また、日本発の国際規格案の作成を推

進するため、２０１５年度に以下の４の国内委員会を新設した。 

また、ＩＳＯ及びＩＥＣから送付されてくる、船舶及び海洋技術等に

関する国際規格原案等の規定内容の適正化のために分科会等を開催し

て審議を行い、１６３件について日本意見を取りまとめるとともに賛否

の投票を行い、国際規格原案等の規定内容の適正化に努めた。 

さらに、日本が提案・主導する国際規格案審議への対応及び日本意見

の反映のため、１５の国際会議に出席し、我が国意見の反映に務めた。 

     － ガス検知器ＩＳＯ規格作成ＷＧ 

     － 船内電話ＩＳＯ規格検討ＳＷＧ 

     － 海洋技術ＷＧ 

－ ＪＩＳ Ｆ ８０７３ 改訂検討ＳＷＧ 

 

②  対応体制の強化 

・関係者におけるＩＳＯ等に関する認識の共有 

船技協ホームページや E-mail を活用して、ＩＳＯ規格の制定・審議状

況に関して四半期毎、また、国際会議の審議結果についてその都度関係

者への情報提供を行った。 

また、関連業界との意見交換並びにＩＳＯ等の国際標準化情報を国内

関係者に共有頂くことを目的とした船舶関係ＩＳＯ等連絡会を開催した

（２０１５年１２月１６日 東京）。 

・役割分担を明確にしたうえでの取組の強化 

関係者における国際規格提案を支援するため、提案文書の作成を支援

し、国際交渉を代行する「ＩＳＯコーディネーター」を国立研究開発法

人海上技術安全研究所及び当協会から選出し、ＩＳＯ １７３９９（救命

艇及び救助艇用シーアンカー）、ＩＳＯ １９６９７（電子傾斜計）及び

ＩＳＯ ｘｘｘｘｘ（船内電話設備に関する指針）の３件について、ＩＳ

Ｏコーディネーターによる国際標準化活動を実施した。 

・ＩＳＯ等に関する人材の確保・育成 

国際標準化活動等に関する人材の確保・育成を支援するための取組と

して、標準化研修を１回（博多）及び標準化セミナー（協議会）を２回

（神戸及び東京）開催し、関係業界におけるＩＳＯに関する人材育成を

図った。 

・議長、国際幹事等のポストの確保 

ＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ２（海洋環境保護分科委員会）の議長ポスト並

びにＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ６（航海及び操船分科委員会）の議長ポスト

及び幹事国ポストを維持し、国際規格原案の審議・進捗等に関する業務



 - 13 -

を行った。 

・日本における国際会議の積極的開催とそのための支援体制確立 

防火作業委員会（ＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ１／ＷＧ１）を２０１５年５

月（於：パナマ）及び１０月（於：京都）、航海及び操船分科委員会 

（ＩＳＯ／ＴＣ８／ＳＣ６）を２０１５年１０月（於：サンクトペテル

ブルグ）にそれぞれ開催し、日本意見のより効果的な反映に努めた。 

・国際連携に関する枠組みの構築及び活用 

２０１２年度に締結した日中韓のＩＳＯに係る協力体制構築に関する

了解覚書（Memorandum of understanding (ＭＯＵ)）を活用し、定期会

合（スタッフ会議）などを通じて、中国及び韓国における国際規格案の

開発情報を収集するとともに日本発の国際規格案への支援を得るための

活動を実施した。２０１５年度のスタッフ会議は当協会がホストになり、

２０１５年９月に札幌で開催した。 

③   ＪＩＳＦ規格の制定 

関係業界から要望があったＪＩＳＦ新規原案及び改正原案の作成関係

作業を実施した。 

当協会内での審議を終えた次のＪＩＳＦ原案５件（新規原案３件及び

改正原案２件）については、２０１５年１２月付で官報公示された。 

－ ＪＩＳ Ｆ ０６００－１:２０１５, 船舶の防汚方法に用いる殺

生物性活性物質の海洋環境リスク評価法（新規） 

－ ＪＩＳ Ｆ ０６００－２:２０１５, 殺生物性活性物質を用いた

船舶の防汚方法の海洋環境リスク評価法（新規） 

－ ＪＩＳ Ｆ ７２００:２０１５, 船用こし器の検査通則（改正） 

－ ＪＩＳ Ｆ ９１０１:２０１５, 船用磁気コンパス、ビナクル及び

方位測定具（改正） 

－ ＪＩＳ Ｆ ８１０２:２０１５, 船用電気設備－リチウム二次電 

池を用いた蓄電池設備（新規） 

     

当協会の審議を終えた次のＪＩＳＦ新規原案１件について、国土交通

省への申し出を予定するとともに、ＪＩＳＦ改正原案２件については申

し出を完了した。 

－ ＪＩＳ Ｆ ｘｘｘｘ, 船用アルミニウム合金製クロスビット（新

規） 

－ ＪＩＳ Ｆ ７３９９, 船用油タンク非常遮断弁（改正） 

－ ＪＩＳ Ｆ ８００８, 船用電気照明器具通則（改正） 

 

次のＪＩＳＦ原案６件（新規原案４件及び改正原案２件）については、

当協会の標準部会において承認され、原案作成を完了した。 

－ ＪＩＳ Ｆ ｘｘｘｘ, 船舶及び海洋技術－船用青銅コック（新規） 

－ ＪＩＳ Ｆ ｘｘｘｘ, 船舶及び海洋技術－係留チョック（新規） 

－ ＪＩＳ Ｆ ｘｘｘｘ, 船舶及び海洋技術－クローズドチョック 

（新規） 
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－ ＪＩＳ Ｆ ｘｘｘｘ, 舟艇－電気機器－リチウム二次電池を用い 

た蓄電池設備（新規） 

－ ＪＩＳ Ｆ ２００１, 船舶及び海洋技術－ボラード（改正） 

－ ＪＩＳ Ｆ ８０７３, 船用電気設備－第 501 部：個別規定－電気 

推進装置（改正） 

 

また、上述の他に担当分科会において、９件のＪＩＳＦ新規原案、１

６件のＪＩＳＦ改正原案の作成を実施中である。 

なお、上述の「ＪＩＳＦｘｘｘｘ, 舟艇－電気機器－リチウム二次電

池を用いた蓄電池設備（新規）」に関する新規原案作成に資するため、「小

型船舶用リチウムイオン電池に関するＪＩＳ規格の制定に関する調査研

究」を実施した。 

 

（３）我が国提案の国際基準・規格の実現のための環境整備（アジア造船技術フ

ォーラムの共催） 

ＩＭＯ等への対応における韓国、中国等アジア諸国との連携強化を図るた

め、当協会の主導により、一般社団法人日本造船工業会、韓国造船工業会（Ｋ

ＯＳＨＩＰＡ: Korea Offshore & Shipbuilding Association)及び中国船舶

工業行業協会（ＣＡＮＳＩ：China Association of the National Shipbuilding 

Industry）と協力しアジア造船技術フォーラムを開催した。 

２０１５年度は、ＮＧＯの設立に向け、設立準備会議開催（第１回目を２

０１５年４月２１日～２３日にマレーシアで、第２回会合を８月１９日・２

０日にインドネシアで、それぞれ開催）等、ＮＧＯ設立までに必要となる関

係各国との調整等を実施し、２０１５年１１月２６日、中国江蘇省南通市に

おいて、世界の造船産業界をけん引する日本、韓国、中国を含め、世界新造

船建造量の９０％以上を占める９ケ国の造船工業会等が加盟する世界的造

船産業界団体ＡＳＥＦ（Active Shipbuilding Experts' Federation）が設

立された。 

なお、ＮＧＯの設立に関する国際協議等はこれまで当協会が主導的に実施

してきたが、ＮＧＯの設立後における運営主体は一般社団法人日本造船工業

会等各国の造船事業者となり、ＮＧＯの設立をもって当協会の本件に関する

役割は終了した。 

 

 

２．船舶技術の戦略的研究開発（日本財団助成事業、受託事業、自主事業） 

（１）造船用パワーアシストスーツの開発（日本財団助成事業） 

２０１４年度事業として実施した「造船所へのパワーアシストスーツ適用

可能性に関する調査研究」の成果を踏まえ、現在、既に市場投入済のパワー

アシストスーツ等を参考に、造船工程における上向き作業（溶接、研削、加

熱など）に適したパワーアシストスーツの開発（プロトタイプの作製）を行

っており、今後、実証テスト、負荷低減及び効率化評価を行うため、２０１

６年度も継続して実施する。 
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（２）工場見える化システムの実用化（日本財団助成事業） 

   ２０１２～２０１３年度事業として実施した「船舶建造高品質化・効率化

技術の調査研究（工程管理システムの調査研究）」の成果を踏まえ、ビデオ

画像とスマートフォンに仕込んだＷｉ-Ｆｉ、加速度センサ、ＲＦＩＤリー

ダ等を用いた、人・モノの識別、作業識別及び行動識別を行う「工場見える

化システム」の開発を行い、ソフトウェア（コア部分）の開発を完了し、解

析処理精度の向上等を目指してシステム改良を実施している。 

また、システムのハードウェアの整備を実施するとともに、造船所のモニ

タリングシステムとして、より使い易いシステムへの改善･実用化を目途に、

造船現場において上記システムの実証試験を行った。 

   今後、実証実験結果を分析し、システムの更なる改良を行い、その検証実

験を通じて実用的なシステムを構築するため、２０１６年度も継続して実施

する。 

 

（３）レーザアークハイブリッド溶接による新溶接法の研究開発（（一財）日本

造船技術センター受託事業（共同研究）） 

一般財団法人日本造船技術センター、国立大学法人九州大学、国立研究開

発法人海上技術安全研究所、一般財団法人日本海事協会、造船会社、機器メ

ーカ等と共同で、片側完全溶込みＴ溶接及びステイク溶接についての研究開

発を実施した。 

片側完全溶込みＴ字溶接について、内部欠陥･アンダーカットなどの溶接

欠陥のない健全な断面マクロが得られる溶接条件出しを達成した。また、当

該継手（１ｍ）について、一般財団法人日本海事協会のレーザアークハイブ

リッド溶接ガイドラインに基づいた強度評価を実施し、要件を満足すること

を確認した。 

また、Ｔ継手の疲労強度の計測を実施したところ、今次研究の範囲におい

て、片側完全溶込みＴ継手の方が両側完全溶込みＴ継手より良好であるとい

う結果が得られた。溶接線をトラッキングするインプロセス倣いセンサーに

ついては、必要十分なトラッキング精度を有することを確認した。 

一方、ステイク溶接については基礎的研究を実施し、実用化のための課題

等を抽出した。 

以上により本研究は終了したが、実用化への 終段階を見据えた研究を、

２０１６年度に新たに実施する予定である。 

 

（４）レーザアークハイブリッド溶接におけるＦＰＤに関する調査研究（（一財）

日本海事協会受託事業（共同研究）） 

一般財団法人日本海事協会、国立研究開発法人九州大学、造船会社等と共

同で、レーザアークハイブリッド溶接部に対する靱性評価方法の確立を進め

ている。 

板厚１７ｍｍの突合せ溶接継手の継手材料を製作し、溶接条件出しを達成

すると共に、継手評価を実施した。今後、２０１６年度も継続して、シャル

ピー衝撃試験の実施、その結果をもとにＦＰＤに関する解析評価を行うこと

にしている。 
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（５）液化水素ローディングシステム開発とルール整備（(国研)科学技術振興機

構受託事業） 

当協会を代表に、川崎重工業株式会社、 東京貿易エンジニアリング株式

会社、株式会社日本海洋科学、公益社団法人日本海難防止協会、国立研究開

発法人宇宙航空研究開発機構がコンソーシアムを組み、国内外関係者、関係

機関と調整・連携しつつ、２０１４年１０月～２０１９年３月までの５カ年

事業として実施している。２０１５年度は緊急離脱機構、スイベルジョイン

トの熱・強度解析、ローディングシステムの概念設計、荷役手順の作成等を

実施した。 

 

（６）新たな海洋フロンティアへの展開に向けた基礎的調査（自主事業） 

石油・ガス等の生産海域は、次第に沖合化、大深度化が進展しており、さ

らには、洋上風力発電や、海流・潮流・波力発電といった海洋エネルギーの

利用の試み等、我が国の優れた浮体関係技術が貢献できる潜在的分野や領域

は拡大している状況にあるため、我が国の浮体関連技術を活用できる可能性

のある分野・領域についての基礎的調査として、「ブラジル等における浮体

技術の適用可能性に関する調査」をＪ-ＤｅＥＰ技術研究組合に委託して実

施した。また、関連のセミナーや展示会、学会等に参加しての情報収集や関

係者からのヒアリング等を行っており、２０１６年度も継続して実施する。 

 

（７）未来の船舶技術に関する調査研究（自主事業） 

未来の船舶技術のイメージを取り纏めるにあたり、文献調査、関係者への

ヒアリング等により、国内外、他産業、大学・研究機関・メーカーを問わず、

先進的な研究開発動向を調査し、将来における船舶への適用可能性のある技

術を抽出・選別した。調査した研究開発・技術事例のうち、注目すべき将来

の船舶技術（６分野、総計１１６事例）については、個別調査票（当該技術

の概要説明、当該技術の船舶への想定利用・適用事例、当該技術の研究開発

動向・特筆すべき研究開発事例）を取り纏めた。 

また、技術開発レベル、革新性などの観点から、個々の技術を分析し、そ

の結果に基づき技術戦略検討マップを作成することで、短・中期的課題を検

討した。 

さらには、抽出･選別した革新的技術に基づく未来の船舶（将来シナリオ･

イメージ）を構想した。シナリオは、「船舶の炭素化」「建造法・建造のトレ

ーサビリティ」「船の運航」「物流関係」「船のゼロエネルギー化」の５つの

ケースを想定した。また、イメージとして「未来の船舶」、「未来の船の使い

方」のイラストを作成した。 

 

（８）船舶ビッグデータを活用した海事産業の国際競争力強化（日本財団助成事

業） 

   日本財団助成事業として「造船・海運産業の国際競争力強化のための戦略

策定」を実施し、他産業事例調査、欧州現地調査、国内関係事業者へのアン

ケート・ヒアリング等により関連情報の収集を行うとともに、我が国海事産
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業が注力すべき船舶ビッグデータ活用分野や技術を特定し、その具体的な開

発目標や工程を明示した「戦略工程表」を策定した。 

   また、「戦略工程表」とともに、「船舶ビッグデータを活用した海事産業の

将来イメージ（パンフレット）」を作成したことで、これまで個々に行われ

てきた関連調査研究の位置づけを明確にするとともに、対象が広く外延もは

っきりしないことから捉えがたい領域であった「船舶ビッグデータ活用イメ

ージ」を明確化した。 

さらに、「船舶ビッグデータの活用促進に関する国際セミナー ～海事関

連ビジネスチャンスの獲得・拡大に向けて～」の開催により、海外の先行事

例等の紹介とともに、本事業の成果を広く関係者に周知することで、我が国

の海事業界にとって新たなビジネスチャンスの獲得、拡大を促すきっかけを

つくった。 

 

（９）高速船の構造設計技術の高度化に関する調査研究（自主事業） 

現行の国内高速船基準（１９９６年海事局通達）は長さ５０ｍまでの単胴

型高速船を対象としているが、国内では２０００トンクラスの大型船の建造

実績があり、実船データが蓄積されている。また、国際的には、大型の高速

船舶を対象とした基準が整備されており、国内基準の整備が遅れている状況

にある。 

このため、将来的には高速船の技術基準の整備が重要となり、設計技術の

高度化（構造解析技術、波浪荷重解析技術等）による技術基準の見直しが求

められていることから、 新の設計技術と蓄積されたデータを基に、より大

型の高速船の建造が可能な基準の整備を行うべく、高速船の建造実績船の調

査、模型実験・実船計測データの解析、高速船荷重設定法の検討、直接強度

計算法を導入した基準体系の検討を行っており、２０１６年度も継続して実

施する。 

 

（10）バラストタンクの防食技術に関する調査研究（第Ⅲ期）（（一社）日本鉄鋼

連盟受託事業） 

バラストタンクの防食システムの性能向上、コスト削減、環境負荷低減を

目標として、エポキシ塗装に代わるバラストタンク防食技術としての耐食鋼

＋塗装システムを実現するために、造船・海運・塗料メーカ・鉄鋼メーカの

参加による受託研究を実施している。 

実船暴露による塗膜劣化試験の結果を解析、腐食モデルへの耐食鋼の組み

込みの実施、腐食シミュレータの開発を進めている。また、シミュレーショ

ン検証のための実船バラストタンクの腐食データ収集を行っており、２０１

６年度も継続して実施する。 

 

（11）水素燃料電池船の安全ガイドライン策定に向けた調査検討（国土交通省受

託事業） 

   当協会を代表に、国立研究開発法人海上技術安全研究所とコンソーシアム

を組み、国内関係者、関係機関と調整・連携しつつ、燃料電池に関する文献

整理、技術的課題に関する基礎的データを取得するための陸上試験、舶用燃
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料電池推進システムを搭載した実験船の概念設計・実船試験の計画立案等を

実施した。 

   ２０１６年度については、国土交通省において第２期としての調査検討が

計画されている。 

 

（12）革新的将来船舶技術に関する調査研究（自主事業） 

２０１３年度日本財団助成事業として国立大学法人東京大学と連携して

実施した「船舶建造高品質化・効率化技術の調査研究（工程管理システムの

調査研究）～モニタリング技術等の船舶建造工程への適用に関する調査研究

委員会～」において作成した「造船生産技術に関する技術ロードマップ」及

び「５０年程度先の将来の造船工場のイメージ」、また、２０１４～２０１

５年度に当協会の自主事業として実施した船舶技術に関する先端技術やそ

の応用可能性に関する調査により検討・作成した「注目すべき将来の船舶技

術（１１６事例）の短･中期的課題候補（１３課題）」、「未来の船舶の将来シ

ナリオ（イメージイラスト含む。）」に対する関係者からの意見（特に現場に

おいて直面している課題等）を収集･分析を行い、革新的将来船舶技術（生

産技術を含む）の今後の方向性を議論するための基礎資料を作成することを

目的とした調査研究を行っており、２０１６年度も継続して実施する。 

 

（13）潮流・海流等海洋エネルギー発電施設の安全対策のための調査研究（国土

交通省受託事業） 

当協会を代表に、国立研究開発法人海上技術安全研究所及び国立大学法人

東京大学とコンソーシアムを組み、浮体式の潮流・海流等海洋エネルギー発

電施設の安全・環境面の技術的課題の検討、及びガイドライン案を策定する

ことを目的に、当協会は委員会を管理・運営、本事業全体のとりまとめを行

うとともに、研究のベースとなる国際基準・標準及び実証事業における知見

の調査及び整理を行った。また、研究統括を担う国立研究開発法人海上技術

安全研究所は、安全性・環境対策に関する技術的課題の解決に向け、外部環

境条件を検討した上で、潮流・海流発電装置の模型を用いた水槽試験を行い、

国立大学法人東京大学と共同で解析するとともに、安全対策の検討及びガイ

ドラインの作成を行った。 

 

（14) 船舶によるＣＣＳ導入促進のための安全ガイドライン策定に向けた調査検

討（国土交通省受託事業） 

当協会を代表に、一般財団法人日本海事協会、千代田化工建設株式会社及

び国立研究開発法人海上技術安全研究所とコンソーシアムを組み、船舶によ

る二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）導入促進のためのリスク評価ガイドライ

ン及び安全ガイドラインを策定することを目的に、当協会は、類似機器及び

安全基準の調査、国際規格の動向調査、委員会運営、本事業全体の取りまと

め等を行った。また、一般財団法人日本海事協会及び千代田化工建設株式会

社は、それぞれ船舶・周辺機器の課題の特定等をハード面及びソフト面から

行ったほか、国立研究開発法人海上技術安全研究所は、船舶・周辺機器のハ

ザード及びリスクの特定を行った。 
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（15）シップリサイクル条約対応プロジェクト 

ＥＵ 域内でシップリサイクル条約準拠法が発効する一方、日本国内では

シップリサイクル条約の批准に向けた検討が進められるなど、同条約をめぐ

る動きが活発化していることから、これらの国内外の動向に的確に対応する

ため、引き続き国内の内航海運・造船事業者を中心に広く周知啓蒙活動等を

展開するとともに、２０１４年度に検討したインベントリ第Ⅰ部の維持更新

要領(案)について、内容の精査を行い、更に具体的な手順を示して、インベ

ントリの維持・管理に関する手順書(案)をまとめた。 

 

 

３．国際基準等への適合支援（自主事業） 

・インベントリ作成事業 

現存船インベントリの作成を１５隻について完了した。この結果、２００

８年に本事業を開始して以来の作成完了の累計隻数は１８０隻（うち内航船

は９９隻）となった。 

 

 

４．海外情報収集事業（日本財団助成事業） 

日本船舶輸出組合、一般社団法人日本中小型造船工業会及び一般社団法人日本

舶用工業会と協力して、独立行政法人日本貿易振興機構の造船及び舶用工業関係

事務所を活用し、市場動向等の調査・報告書作成、セミナー・展示会の開催・参

加、海事情報の収集・電子メール提供サービスを行うなど、海外の船舶技術・海

事関係情報収集・提供事業を実施した。 

２０１５年度は特別事業として以下７件の調査を実施したほか、別途一般事業

（海外事務所毎のアニュアルレポート作成のための調査等）、追加特別調査事業

としての調査等を実施した。 

－ 海洋開発における将来展望を踏まえた技術・産業戦略に関する調査 

－ 韓国造船産業調査 

－ イランにおける海事産業の課題と今後の協力可能性に関する調査 

－ 南米の造船業・舶用工業市場の実態及び取り巻く環境についての調査 

－ 欧州漁船漁業界の実態及び今後の需要等に関する調査 

－ 中国の内航船市場に関する調査 

－ ベンガル湾沿岸域・河川域における水運・造船事情調査 

 

 

５．その他 

（１）国内コンサルティング事業 

      造船業、舶用工業及び関連製造業界からの委託に基づき、設計、生産及び流

通全般に亘る効率改善、省力化及び品質向上等を目的とした指導、助言、提言

等を行う国内コンサルティング事業を実施している。 

本年度は新規に１社から受託した。前年度受託した３社とあわせて本年度は
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４社のコンサルティング業務を実施した。 

（２）広報事業 

次のとおり広報事業を行った。 

① 船技協ウェブサイト(URL:http://www.jstra.jp)及び電子メールによる

情報発信 

ａ）ＩＭＯやＩＳＯ等の国際会議の審議結果概要を会議終了後速やかに

電子メールにて賛助会員へ報告するとともに、ウェブサイトに掲載

した。また、詳細な審議状況については賛助会員向けウェブサイト

に掲載した。 

ｂ）研究開発成果の概要等を当該研究終了後にウェブサイトに掲載した。 

ｃ）その他、国際動向や会合等の報告を随時電子メールにて配信した（２

０１５年度におけるメールニュース配信数２７回）。 

② maritimejapan の運営 

ジェトロ駐在員等が収集した海外情報を会員向けに発信するため、ウ

ェブサイト maritimejapan の運営を実施した。また、同サイトにおける

海外情報の 新の掲載状況を会員向けに通知する「 JSTRA Global 

Maritime News」をメールで配信した（２０１５年度における配信数４４

回）。 

③  講演会等の開催 

ａ）「船舶ビッグデータの活用促進に関する国際セミナー」を開催（２

０１５年６月２４日 東京） 

ｂ）「標準化研修」を開催（２０１６年７月３０日 博多） 

ｃ）International Workshop on Ship Technologies Related to Energy 

Efficiency Design Index (EEDI)（エネルギー効率設計指標（EEDI）

改善のための船舶技術に関する国際ワークショップ）を開催（２

０１５年７月２２日 東京） 

ｄ）船舶関係ＩＳＯ等連絡会を開催（２０１５年１２月１６日 東京） 

ｅ)「船舶基準・規格セミナー」を開催（２０１６年２月１２日 神戸、

２０１６年２月２５日 東京） 

ｆ）「サイバーセキュリティの現状と海事分野における対策」を開催

（２０１６年２月２９日 東京） 
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賛助会員名簿（２０１６年３月３１日現在） 

 

○学会 3 学会 

(公社)日本航海学会 

(公社)日本船舶海洋工学会 

(公社)日本マリンエンジニアリング学会 

○団体等 33 団体 

板硝子協会 

ABS 

(一財)海技振興センター 

(国研)海上技術安全研究所 

(一社)海洋産業研究会 

(一財)新日本検定協会 

(一財)造水促進センター 

DNV GL AS 

(一財)日本海事協会 

(一社)日本海事検定協会 

(公財)日本海事広報協会 

(一財)日本規格協会 

(国研)日本原子力研究開発機構 

日本小型船舶検査機構 

(一社)日本作業船協会 

(一社)日本船主協会 

(一社)日本船長協会 

(一社)日本船舶電装協会 

(一社)日本船舶品質管理協会 

(一社)日本船舶品質管理協会製品安全評価センター 

(一財)日本造船技術センター 

(一社)日本造船協力事業者団体連合会 

(一社)日本造船工業会 

(一社)日本中小型造船工業会 

(一社)日本電機工業会 

(一社)日本電線工業会 

(一財)日本塗料検査協会 

(一社)日本塗料工業会 

日本内航海運組合総連合会 

(一社)日本舶用工業会 

(一財)日本舶用品検定協会 

(一社)日本マリン事業協会 

ロイド船級協会 

○商社 5 社 

別表１ 



 - 22 -

伊藤忠商事（株） 

住友商事(株) 

双日(株) 

丸紅(株) 

三菱商事(株) 

○物流 1 社 

日本通運(株) 

○鉄鋼 3 社 

(株)神戸製鋼所 

ＪＦＥスチール(株) 

新日鐵住金(株) 

○海運 8 社 

NS ユナイテッド海運(株) 

川崎汽船(株) 

原燃輸送(株) 

JX オーシャン(株) 

(株)商船三井 

東京エルエヌジータンカー(株) 

日本海運(株) 

日本郵船(株) 

○造船 22 社 

浅川造船(株) 

今治造船(株) 

(株)大島造船所 

尾道造船(株) 

川崎重工業(株) 

佐伯重工業(株) 

佐世保重工業(株) 

サノヤス造船(株) 

(株)三和ドック 

(株)新来島どっく 

(株)新来島豊橋造船 

ジャパンマリンユナイテッド(株) 

墨田川造船(株) 

住友重機械マリンエンジニアリング(株) 

常石造船(株) 

内海造船(株) 

(株)名村造船所 

函館どつく(株) 

檜垣造船(株) 
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三井造船(株) 

三菱重工業(株) 

山中造船(株) 

○舶用工業・舟艇関係 93 社 

(株)赤阪鐵工所 

アズビル(株) 

アルファ・ラバル(株) 

潮冷熱(株) 

渦潮電機(株) 

(株)内山バルブ製作所 

(株)宇津木計器 

エア・ウォーター防災(株) 

ＮＫＭコーティングス(株) 

(株)エヌ ゼット ケイ 

大石電機工業(株) 

(株）オーケーエム 

大阪電機工業(株) 

大阪布谷精器(株) 

(株)カシワテック 

神奈川機器工業(株) 

かもめプロペラ(株) 

岸上バルブ(株) 

(株)北澤電機製作所 

(株)共和電業 

(株)倉本計器精工所 

黒木製鎖(株) 

ケーエムマテリアル(株) 

(株)ケツト科学研究所 

光栄金属工業(株) 

(株)高工社 

(株)光電製作所 

神戸発動機(株) 

(株)五光製作所 

沢村バルブ(株) 

三信船舶電具(株) 

三洋商事(株) 

JRCS(株) 

シバタ工業（株） 

スズキ(株) 

住友重機械ハイマテックス(株) 

(株)関ヶ原製作所 
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船舶商事(株) 

ダイキンＭＲエンジニアリング(株) 

大晃機械工業(株) 

ダイハツディーゼル(株) 

大洋電機(株) 

高階救命器具(株) 

(株)鷹取製作所 

中国塗料(株) 

(株)ディーゼルユナイテッド 

寺崎電気産業(株) 

東亜製鎖(株) 

東亜ディーケーケー(株) 

東京計器(株) 

トーハツ(株) 

東部重工業（株） 

トヨタ自動車(株) 

(株)中北製作所 

ナカシマプロペラ(株) 

（株）浪速ポンプ製作所 

ナブテスコ(株)舶用カンパニー 

ナロック(株) 

新潟原動機(株) 

西芝電機(株) 

日新興業(株) 

ニッパツ・メック(株) 

日本救命器具(株) 

日本船具(株) 

日本船燈(株) 

日本炭酸瓦斯(株) 

日本舶用エレクトロニクス(株) 

日本ペイントマリン(株) 

日本無線(株) 

(株)布谷計器製作所 

蜂バルブ工業(株) 

濱中製鎖工業(株) 

阪神内燃機工業(株) 

日立造船(株)有明工場 

日の本辨工業(株) 

(株)備後バルブ製造所 

藤倉ゴム工業(株) 

古野電気(株) 

兵神機械工業(株) 

(株)ヘンミ 
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ボルカノ(株) 

本田技研工業(株) 

松尾バルブ工業(株) 

水野ストレーナー工業(株) 

三菱化工機(株) 

三元バルブ製造(株) 

ムサシノ機器(株) 

明陽電機（株） 

ヤマトプロテック(株) 

ヤマハ発動機(株) 

ヤンマー(株) 

横河電子機器(株) 

横浜ゴム(株) 

○コンサルタント・その他 17 社 

(株)IMC 

CR Classification Society S.A. 

麻生セントラル(株) 

いであ(株) 

(株)エスエス・テクノロジー 

海文堂出版(株) 

小池酸素工業(株) 

(株)重松製作所 

(株)シップス トゥエンティワン 

(株)水圏科学コンサルタント 

ニッスイマリン工業(株) 

日本エヌ・ユー・エス(株) 

(株)日本海洋科学 

日本海洋掘削(株) 

日本トリート(株) 

福助エンジニアリング（株） 

(株)ユーレカシッピング 

         会員合計数              185 会員 

 

注）(株)：株式会社  (公財)：公益財団法人  (一財)：一般財団法人 

 (公社)：公益社団法人  (一社)：一般社団法人 (国研)：国立研究開発法人 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会評議員名簿 

２０１６年３月３１日現在 

役  職 氏 名 所属・役職 

評議員(議長) 金原  勲 国立大学法人東京大学 名誉教授 

評議員 上田  德 一般財団法人日本海事協会 常勤顧問  

評議員 小野 芳清 一般社団法人日本船主協会 理事長  

評議員 加藤 泰彦 三井造船株式会社 代表取締役会長  

評議員 木内 大助 一般社団法人日本造船工業会 専務理事  

評議員 北村 正一 一般社団法人日本舶用工業会 専務理事  

評議員 角  洋一 国立大学法人横浜国立大学 名誉教授  

評議員 田中 康夫 日本郵船株式会社 専務経営委員 

評議員 中島 基善 ナカシマプロペラ株式会社 代表取締役社長 

評議員 藤山 昭一 株式会社鷹取製作所 代表取締役会長  

評議員 南    尚 株式会社大島造船所 高代表取締役兼会長 

  

別表２ 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会理事名簿 

２０１６年３月３１日現在 

役 職 氏  名 現  職 

会  長 松田  章 有識者 

理事長 神林 伸光 川崎重工業株式会社 特別顧問 

専務理事 田中 護史 有識者 

常務理事 植木  孝 有識者 

常務理事 三谷 泰久 有識者 

理  事 有坂 俊一 川崎汽船株式会社 常務執行役員 

理  事 石渡  博 墨田川造船株式会社 代表取締役会長 

理  事 伊藤  茂 日本小型船舶検査機構 理事長 

理  事 川越 美一 株式会社商船三井 執行役員 

理  事 北村  徹 
三菱重工業株式会社 交通・輸送ドメイン  

船舶・海洋事業部副事業部長 兼 下関造船所長 

理  事 木下 和彦 阪神内燃機工業株式会社 代表取締役社長 

理  事 見子 雅章 
ジャパン マリンユナイテッド株式会社 取締役  

専務執行役員 商船事業本部長 

理  事 田渕 訓生 田渕海運株式会社 代表取締役社長 

理  事 徳永 政男 日本通運株式会社 海運事業支店 事業統括部長 

理  事 名村 建彦 株式会社名村造船所 代表取締役会長 

理  事 原   壽 公益社団法人日本船舶海洋工学会 会長 

理  事 冨士原 康一 一般財団法人日本海事協会 会長 

理  事 益川  弘 株式会社備後バルブ製造所 代表取締役 

理  事 茂里 一紘 国立研究開発法人海上技術安全研究所 理事長 

理  事 山田 信三 大洋電機株式会社 代表取締役社長 

 

 

一般財団法人 日本船舶技術研究協会監事名簿 

２０１５年３月３１日現在 

役 職 氏  名 現  職 

監 事 桐明 公男 一般社団法人日本造船工業会 常務理事 

監 事 松村 純一 有識者 

 

 

 

別表３ 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会 

船舶技術戦略委員会委員名簿 

 

   ２０１６年３月３１日現在 

氏  名 所属・役職 

* 谷口 友一 有識者  

新井 健太 株式会社商船三井 技術部長 

池田 良穂 
公立大学法人大阪府立大学 ２１世紀科学研究機構  

特認教授・名誉教授 

板澤  宏 かもめプロペラ株式会社 代表取締役社長 

井上 四郎 一般社団法人日本中小型造船工業会 専務理事 

今津 隼馬 国立大学法人東京海洋大学 名誉教授 

岩野 淳一 日本郵船株式会社 技術グループ長 

上田 直樹 
三菱重工業株式会社 交通・輸送ドメイン 船舶・海洋事業部 

技師長 

笠井 和夫 今治造船株式会社 取締役 設計副本部長 

蔵本 由紀夫 吉祥海運株式会社 代表取締役社長 

小葉竹 泰則 常石造船株式会社  取締役副社長 

小林 一也 川崎重工業株式会社 船舶海洋カンパニー 理事 技術本部長 

佐藤 有造 北星海運株式会社 代表取締役社長 

高崎 講二 国立大学法人九州大学 教授 

坪川 毅彦 
三井造船株式会社 執行役員 船舶・艦艇事業本部副事業本部長 

海洋事業推進部担当 

寺門 雅史 一般社団法人日本造船工業会 企画部長 兼 技術部長 

戸松 憲治 上野トランステック株式会社 参事 

中野 豊久 川崎汽船株式会社 技術グループ長 

中村  靖 一般財団法人日本海事協会 代表理事 副会長 

濱田  哲 国立研究開発法人海上技術安全研究所 理事 

真島  篤 
住友重機械マリンエンジニアリング株式会社 取締役  

営業開発本部長補佐 技術全般 

松尾 誠吉 松尾バルブ工業株式会社  代表取締役 

森本  繁 ヤンマー株式会社 常務取締役 特機エンジン事業本部長 

山田 久行 
ジャパン マリンユナイテッド株式会社 

 商船事業本部 技監 商船企画部長 

加藤 光一 国土交通省 大臣官房 技術審議官 

＊ 委員長 

別表４ 


